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１、はじめに（調査の目的） 

 四日市市は、平成 26 年（2014 年）12 月に改定した「四日市市環境計画 改

定版」において、新たに一章を設けて四日市市環境教育等推進行動計画を策定

した。この背景には、国が平成 23 年（2011 年）に環境保全活動・環境教育推

進法を改め、環境教育等促進法（環境教育等による環境保全の取組みの促進に

関する法律）を策定し、持続可能な社会の構築に向けた協働取組の一層の推進

を求めたことに加えて、日本の提案によって持続可能な開発のための教育（Ｅ

ＳＤ）の取り組みが進められてきており、環境省も環境教育にＥＳＤの視点を

取り入れるプログラムの作成を推進していたことがある。 

 これらの動きのキーとなる考え方は、「ＥＳＤ」と「協働」である。環境教育

促進法に基づく環境教育等推進行動計画の策定は、地方自治体には努力義務と

なっており、それを受けて四日市市が同計画を策定し、「環境を誇りにする 持

続可能なまち・四日市」づくりを推進することを定めたことは、同規模の自治

体としては先進的な取り組みであったと言える。 

 しかし、ＥＳＤも協働もともに総論としてはわかるものの、十分理解して行

動の中に取り入れることは、かなり難しい概念である。この 3 年間でどれだけ

市民に理解が進んだのかを調査し、さらに、推進するにはどのような課題がど

こにあるかを探ることは、意義のあることと考え、この調査・研究に臨んだ。 

 

２、調査方法 

 環境を意識してＥＳＤの推進や協働取組を進める団体としては、行政以外に、

（１）学校、（２）企業、（３）環境関係の市民団体（以下環境団体という）が

考えられる。そこで、今回は市内にある（１）～（３）の団体に対して、アン

ケート調査を実施して、「ＥＳＤ」や「協働」についての普及状況を調査するこ

ととした。また、調査結果は、学校、企業、団体でこの分野に造詣の深い方に

も加わってもらって分析することにした。 

（１）企業 

 市内に事業所をおく企業 136 社に、資料１に示したアンケート調査への協力

を依頼した。選んだ企業は、四日市商工会議所オンライン商工名鑑より、業種

毎に無作為に選んだ従業員数 50 人以上の企業 100 社に、四日市市の事業所の中

核をなすコンビナート関連企業27社及び四日市公害と環境未来館の募集するエ

コパートナーに登録している企業９社を加えた。なお、企業に対しては、ＥＳ

Ｄと協働に関する問だけでなく、新たに 2030 年度までの国連の取り組みとなっ

ているＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に関する問も加えた。 

（２）環境団体 

 市内の環境団体のうち、四日市公害と環境未来館の平成 29 年度エコパートナ
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ー登録団体（企業を除く 37 団体）に対して、資料２に示したアンケート調査を

依頼した。 

（３）学校  

学校については、市内の全ての公立小・中学校を対象にした。また、最近問

題視されている学校の多忙化の中、担当者の負担を軽減するため、現在、四日

市公害と環境未来館と四日市市教育委員会が協働で開催し、本会が企画・運営

を担当した夏の「ＥＳＤ教員研修会」の参加者アンケートを兼ねて調査を行っ

た。この研修会は、校種別に 2 日間行われているもので、すべての学校の環境

教育担当者の出席が求められている。実施したアンケートは、資料 3 に示した。 

 

３、調査結果と分析 

 資料１及び２に示したとおり、企業と市民団体については、共通した質問を

多く行ったので、両者の結果は、まとめて分析した。 

（１）回答企業・環境団体の概要 

アンケートの結果、企業からは 136 社中 67 社（回答率 49％）から、環境団

体からは 37 団体中 24 団体（回答率 65％）から回答を得た。 

回答企業の業種は、製造業が最も多く（34％）次いで、サービス業（21％）、

運輸通信業（16％）であり、製造業の多い四日市市内の企業分布を反映したも

ものであった。また、従業員数は 50 人以下から 501 人以上までがあり、大企業

から中小企業までをカバーしていた(図１)。 

一方、環境団体については、図２，３に示したとおりで、活動分野（複数回

答）では、環境教育が最も多く、自然・天文関係、省エネ・地球温暖化問題、

公害問題と続いた。会員数は、11 人～50 人が一番多かったが、201 人以上も４％

あった。年間活動日数は、11 日～50 日が最も多く 37％であった。活動日数が

201 日以上の団体は、指定管理などを受託して日常的に活動をしている団体であ

る。また、活動開始からの年数は 4 年～20 年が多く、活動の定着している団体

が多かった。 

環境活動の側面からみると、企業では、３Ｒやペーパーレス化が一番多く、

省エネ・省資源・再生可能エネルギーの導入、ＣＯ
２
削減が続いた(図４)。また、

団体の具体的な活動では、講義形式の講座、自然体験・自然観察会、ブース出

展・パネル展示が多かった(図 5)。 

 



3 
 

 

 

 

 

 

 

0%

34%

13%

0%
2%5%

7%

16%

21%

2%

回答企業の業種回答企業の業種回答企業の業種回答企業の業種

農林漁業 製造業

卸売・小売業・飲食業 鉱業

電気ガス水道業 金融保険業、不動産業

建設業 運輸・通信業

サービス業 その他

50人未満

24%

50～100

人

37%

101～

500人

25%

501人以

上

14%

従業員数従業員数従業員数従業員数

図１ アンケート回答企業の業種と従業員数 

図２ アンケート回答環境団体の活動分野と会員数 
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（２）「環境を誇りにする持続可能なまち・四日市」及びＥＳＤの認知度 

 四日市市は環境計画の中で「環境を誇りにする持続可能なまち・四日市」づ

くりを目指している。その認知度を聞いたところ、環境団体では 75％と高く、

企業でも半数には届かないものの 46%が知っていると答えており、この言葉が

環境計画で示されてから 3 年弱の期間を考えると環境団体や企業には相当浸透

したととらえることができる（図６）。この背景には、環境計画の改定とほぼ軌

を一にして四日市公害と環境未来館が開館し、企業関係者、環境団体ともに、

この言葉を聞く機会が多かったことも関係しているのではないかと考えられる。 
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図６ 四日市市が「環境を誇りにする 持続可能なまち・四日市」を目

指していることの認知度 

図５ 環境団体が取り組んでいる具体的な活動 
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ＥＳＤに関する認知度については、環境団体の 37%が理解していると回答し

たが、企業では、６％であった。知っている、名前は知っているを加えると環

境団体では、８割を超したが、企業では半数をわずかに越した程度であり、Ｅ

ＳＤについての認識が進んでいない様子が伺える。 

なお、ＥＳＤについて理解している、知っていると答えた環境団体には、持

続可能な社会づくりについて意識したきっかけを聞いたが、多くの団体が身近

な自然環境・生活環境の変化や公害・原発事故といった社会的に大きな出来事

が起こったことなどを契機として、今の社会の持続不可能性に気づいたことが

きっかけになっているようで、教科書等で学んだとする団体は、一団体だけで

あった（資料５記述回答参照）。 

（３）企業のＳＤＧｓ認知度 

企業に対しては、ＥＳＤの認知度とともに

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）についての

認知度についても尋ねた。ＳＤＧｓは、2015

年 9 月に国連で採択されたもので、2030 年

までに達成したい 17 の持続可能な開発目標

が掲げられており、いわゆる環境問題だけで

はない広範囲な課題を含んでいる。また、ア

ンケートでは認知度だけでなく、その 17 の

目標について、参考資料を提示したうえで、

事業活動の中ですでに意識して取り組まれ

ていること及び今後取り組みを進める予定

があるものについても尋ねた。その結果は、
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図８ 企業のＳＤＧｓ認知度 
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図８と表１のとおりであった。 

図８を見るとＳＤＧｓを理解しているとの回答は、７％であり、すでにＥＳ

Ｄの認知度と変わりがない。また、「知っている」、「名前を知っている」を加え

た数値でも、ＥＳＤが 52％に対してＳＤＧｓは、50％とほとんど変わらない。

ＥＳＤについては、2002 年にヨハネスブルクサミットで当時の小泉首相が「Ｅ

ＳＤの 10 年」を提唱し、その後 2005 年から 10 年間は、ユネスコを中心に取

り組みが進められ、2014 年には、名古屋市と岡山市でＥＳＤに関するユネスコ

の世界会議が開かれた歴史がある。一方ＳＤＧｓは、まだ提唱されて 3 年も経

っていないことを考えると、ＳＤＧｓは急速に企業に浸透しつつあることがわ

かる。 

 17 の目標について、詳しく見ていくと企業の取組には強弱があり、「取り組み

中」と「今後取り組みたい」の合計でみると、目標 3，8、12 の取り組みが多く、

逆に取り組みが少ないのは、１、11、16 である。それぞれの内容は以下のとお

りである。 

〇取り組みが進みつつある目標 

目標３あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進す

る。 

目標８包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な

雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促

進する 

目標 12 持続可能な生産消費形態を確保する。 

 

〇取り組みが進んでいない目標 

目標 １あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。 

目標 11包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居

住を実現する。 

目標 16 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々

に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明

責任のある包摂的な制度を構築する。 

 上記以外にも、今後取り組みたいと考えている分野には、目標５のジェンダ

表１ 企業が取り組むＳＤＧｓ 

  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 

現在取組中 1 3 13 7 10 5 4 10 7 3 1 14 8 4 7 1 3 

今後取組みたい 0 0 4 1 5 1 4 7 0 0 1 3 5 1 2 0 2 

合計 1 3 17 8 15 6 8 17 7 3 2 17 13 5 9 1 5 
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ーの平等、目標 13 の気候変動に対する具体的な対策があることも注目しておく

必要がある。これらの結果は、今後持続可能な社会づくりを推進しようとする

うえで企業との協働を考える参考になる。 

（４）協働取組の実施状況 

 四日市市環境教育等推進行動計画の中でＥＳＤと並んでもう一つの大きな柱

が協働取組の推進である。このことについて企業と環境団体に尋ねた結果を図 9、

10 に示した。 

協働は、環境団体では 83％がしたことがあると答えており、協働することが

一般的になってきている。他方、企業では、「している」「今後必要」を合わせ

ても 51％となっており、「考えていない」という回答も 43％に登ったことから、

まだ、その必要性が十分認識されているとは言えない。 

 また、協働の相手としては、両者ともに多様であり、バランス的にも似てい

るところがある。教育機関については、詳細に分けて尋ねたが、企業では大学

が、環境団体では小学校の割合が大きかった。両者ともに、中学校や高校との

協働は少ないことも類似していた。 
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図９ 他団体との協働実施状況 
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（５）行政への期待 

 持続可能な社会づくりのために、企業や環境団体が行政にどのようなことを

望んでいるのか、選択方式で尋ねた。この選択肢は、現在の市の環境計画の中

で課題や今後拡充する施策として挙げられている内容を基に作成した。結果は、

表２に示した。要望が多かった項目の数値は赤字で示したが、企業と環境団体

では求めるものが異なっていた。企業では、ＥＳＤやＳＤＧｓ等に関するわか

りやすい資料の提供や学習会、講演会の実施を望む声が多く、環境団体からは、

フィールド拠点の整備や連携の仕組みづくり、人材の育成・連携した人材の活

用などを望む声が多かった。 

 これらの背景には、企業ではＥＳＤやＳＤＧｓといった新しい概念やそれに

基づく取り組みが求められており、国内外の動きについて知りたいという思い

があること、また、環境団体にとっては、活動できる場の確保や活動の中心を

担ってきた会員の高齢化に伴う活動の継続が大きな課題になっているものと考

えられる（資料４、５の記述回答参照）。 

  

図 10 協働の相手 
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中学校
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大学等
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自治会等

7%

ＮＰＯ等

19%

企業

17%

その他

4%

企業企業企業企業

行政

18%

自治会な

ど

11%

幼稚園・

保育園

7%

小学校

12%

中学校

4%

高校

3%

大学等

7%

特別支援

学校

1%

ＮＰＯ

18%

企業

13%

その他

6%

環境団体環境団体環境団体環境団体



10 
 

 

 
企 業 環境団体 

わかりやすい資料提供 35 6 

学習会、講演会（ＥＳＤ，ＳＤＧｓ）の実施 29 8 

体系的プログラムの提供 13 5 

フィールド拠点整備 13 12 

協定の締結や連携の仕組みづくり 3 10 

人材育成、連携した人材の活用 12 10 

その他 1 1 

 

（６）学校（市内公立小・中学校）におけるＥＳＤ取組 

 四日市市内の公立小・中学校のＥＳＤや環境教育の取り組みは、平成 28 年１

月に策定された第 3 次四日市市学校教育ビジョンに基づいて行われている。そ

の中では、基本目標６において、「すべての教育活動において、将来にわたり豊

かな環境を持続する「持続可能な社会づくり」につながる環境教育を推進しま

す。」と書かれており、また、「ＥＳＤについての理解促進を図るため研修会を

実施します。また、四日市版＊ＥＳＤカレンダー（環境教育年間計画）作りを支

援します。」と具体的にＥＳＤカレンダーを基にしたＥＳＤ取組を推進すること

が示されている。 

 教員を対象としたＥＳＤ研修は、平成 28、29 年度には、四日市公害と環境未

来館及び四日市市教育委員会の協働によるＥＳＤカレンダー作成の研修が全小

中学校の環境担当教員を対象に、夏季休業中に２日間（小学校、中学校別に半

日研修）実施されている。 

 そこで、学校での環境教育、ＥＳＤの取り組み状況については、研修会当日

に回答してもらったアンケート（資料３、６）から把握することにした。 

 

 

 

 

 

 

 

＊ＥＳＤカレンダーとは 

 各教科での学びをＥＳＤの視点からつないで、課題の発見や解決に生かすために、1 年間の

関連する内容をカレンダー風に示して「見える化」を図るための一つの手法。 

表２ 企業、環境団体が行政に望む施策 
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（７）環境教育担当者に対するアンケート結果から 

 研修会に参加した教員は、7割以上が学校で環境教育を担当している方であっ

た。ＥＳＤカレンダーの作成は、平成 28 年度の研修で初めて取り上げたもので

あったので、今年度（平成 29 年度）では、まず、作成したカレンダーがどうな

っているかから尋ねた。その結果は、図 11 に示したが、ほとんどの学校で昨年

作成したままになっていた。取り組みは、わずかの学年や環境担当教員のみの

状態で留まっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このことは、一度の研修だけの結果としては十分予想されたため、平成 29 年

度の研修では、再度作り方の復習を行い、実際に活用できるものへ修正できる

力をつけてもらうことに力点を置いた。 

研修後に尋ねた質問については、次のような回答が返ってきた。 

 
 

 

 

25

13

9

6

4

0

1

0

小学校

中学校

ＥＳＤ理解度ＥＳＤ理解度ＥＳＤ理解度ＥＳＤ理解度

理解できた 理解できたが、納得できない 理解でき、納得もできた わからない

88%

6%
6%

0%
0%

0%

中学校中学校中学校中学校

去年のまま

未取り組み

自分のみ取り組

み
学年で取り組み

学校全体

その他

90%

2%
0%

8%

0% 0%
小学校小学校小学校小学校

図 11 小・中学校におけるＥＳＤカレンダーの作成状況（2017.7 段階） 

図 12 ＥＳＤについて理解できたか 
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上記、図 12～14 の結果を見ると、研修を受ければ、ＥＳＤとはどのような学

びであるか、また、ＥＳＤカレンダーをどう作ればいいのかについては、理解

できるが、いざ学校で実践できるものを作成しようとすると困難さを感じると

読み取れる。そこで、学校でＥＳＤの取り組みを進めていくうえで、何が必要

かを尋ねた。その結果が図 15、16 である。 

教員個人としては、指導法の研究や周囲の理解が必要という答えが多かった

が、注目すべきは、小学校で 23 校、中学校で 8 校の教員が、考えるための時間

が必要と答えていることである。ＥＳＤは、答えの用意されている学びではな

い。児童・生徒が自ら課題を発見し、情報を集め、話し合いを重ねて、自分た

ちなりの答えを出し、それを伝えていくという、従来の学びとは多くの点で異

なる学びである。そのためには、教師自身にじっくりと子どもたちの活動プロ

5

3

26

13

5

4

2

0

小学校

中学校

ＥＳＤカレンダーの作り方ＥＳＤカレンダーの作り方ＥＳＤカレンダーの作り方ＥＳＤカレンダーの作り方

理解 やや理解 ややできていない できない

8

4

18

4

11

12

1

0

小学校

中学校

実施可能なものへの修正実施可能なものへの修正実施可能なものへの修正実施可能なものへの修正

できる 自分の学年はできる 不明 できない

図 13 ＥＳＤカレンダーの作り方は理解できたか 

図 14 自校のＥＳＤカレンダーを実践可能なものに修正できるか 
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グラムや教科間のつながりについて考え、話し合う時間が必要になってくる。

学校の多忙化のため、そのような時間が持てないということが、一つの大きな

阻害要因と考えられる。 

また、学校全体の取り組みとして必要なことを聞いたところ、管理職や教務・

研修主任の理解という声が圧倒的に多かった。教科横断的な取り組みであり、

一人の教員の努力だけでは、成果の出にくい内容である。今後、環境担当だけ

でなく、学校経営の中核をなす教員への研修が欠かせないことを示している。 

 

 
 

 

 

 

 

ただし、課題はあるものの四日市市の小学校、中学校においては、組織的な

取り組みが始まっており、ＰＤＣＡを回す形で取り組みが継続されるならば、

企業や一般市民を対象とした分野より早くＥＳＤは普及するのではないかと考

えられる。 

 

 

13

9

17

12

9

6

23

8

3

1

小学校

中学校

ＥＳＤ取組推進に必要なこと（個人ＥＳＤ取組推進に必要なこと（個人ＥＳＤ取組推進に必要なこと（個人ＥＳＤ取組推進に必要なこと（個人））））

指導法の研修 周囲の理解 外部からの支援 考える時間 その他

0

0

19

13

7

11

2

9

3

0

小学校

中学校

ＥＳＤ取組推進に必要なこと（学校）ＥＳＤ取組推進に必要なこと（学校）ＥＳＤ取組推進に必要なこと（学校）ＥＳＤ取組推進に必要なこと（学校）

学校ビジョンへの位置づけ 管理職の理解

教務、研修主任の理解 校内研修

その他

図 15 ＥＳＤ取組を進めていく上で個人として必要なこと 

図 16 ＥＳＤ取組を進めていく上で学校全体として必要なこと 
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４、持続可能なまち四日市づくり 今後の推進策について 

 ＥＳＤの認知度については、全国的にはあまりよい調査事例をみいだせなか

ったが、平成 26 年（2014 年）10 月にＥＳＤに関するユネスコの世界会議が開

催された岡山市では、その前後で市民がＥＳＤという言葉を「知っている」と

回答した人が、21.7％から 37.1％に上がったという事例が報告されているが、

これは特によく認知されている例と考えられる。また、内閣府が平成 26 年に行

った「持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）に関する世論調査」の概要によ

ると、知っているが 2.7％、言葉だけは聞いたことがあるが 16.4％で、両者を合

わせても、19.1％に過ぎない。これは、20 歳以上の国民に対する調査員の聞き

取り調査の結果であり、これが国内の一般的な認知度を示しているものの一例

である。今回の環境に関心をもつ団体や企業担当者へのアンケート調査の結果

とは、直接比較できないが、ＥＳＤは環境課題に興味・関心のある関係者の中

でもようやく半数程度が認識し始めたところであり、一般市民への周知は、ま

だまだ進んでいないと考えられる。 

 持続不可能な現象が、市民社会の中にも現実的に現れてきている中、持続可

能な社会へとパラダイムを転換していく教育は、学校、市民社会、企業、とり

わけ環境団体は強く意識していく必要に迫られている。そこで、今回の調査を

基に、2 月に行った外部の識者からの聞き取りも踏まえて、企業、環境団体、学

校毎に、当面の行政からの推進策を検討してみた。 

（１）企業に対して 

 今回の調査結果で特徴的に現れたことは、ＳＤＧｓに対する認識が短期間で

広まりつつあり、ＥＳＤへの認識とほぼ同じレベルにあることである。ただし、

ＥＳＤの認知度が低いので、ＳＤＧｓの認知度が広まっていると言っても、両

者ともに、まだまだ認知されていないという方が正しい表現かもしれない。そ

のためか、企業からは、まず、第一歩としてのわかりやすい資料の提供や講演

会、学習会といった学びの場が求められていることである。ＳＤＧｓと企業活

動の関連について、今後の情勢も含めて伝えることのできる資料の提供や有識

者を招いての講演会の実施などが有効ではないかと考えられる。 

 経団連（日本経済団体連合会）は、2017 年 11 月に、活動の基本となる企業

行動憲章を改め、「持続可能な社会の実現のために」と副題のついた新たな憲章

を発表した。ここでは、Society 5.0 の実現を通じたＳＤＧｓ（持続可能な開発

目標）の達成を目指しており、原則の７（環境問題への取り組み）においては、

「環境問題への取り組みは人類共通の課題であり、企業の存在と活動に必須の

要件として、主体的に行動する。」と述べている。これらのことは、今後多くの

企業が、ＳＤＧｓを強く意識した企業経営を進めようとしていること、（持続可

能性を無視した企業経営は今後成り立たなくなってくると考えていること）が
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わかる。その波は、当然本市の企業にも及んでくる。そのことを意識した企業

へのアプローチが必要であり、有効であると言える。特に、市内の中小企業へ

の啓発や中小企業の力を活用した地域のＳＤＧｓ達成に向けた取り組みが求め

られる。 

 なお、ＥＳＤは、ＳＤＧｓ達成の手段、プロセスとして意識していくことで

普及を図っていくことが自然な流れであると思われる（教育はＳＤＧｓの目標

４に入っている）。 

（２）環境団体に対して 

 環境団体（エコパートナー）は、四日市公害と環境未来館の活動と関係して

活動してきたこともあり、ＥＳＤや四日市市環境計画の認知度、理解度も高く

なっている。これは、平成 26 年度からの市の取り組みの成果であると言える。

これらの環境団体の要望をみると、「活動フィールド拠点の整備」や「協定の締

結や連携の仕組みづくり」を望む声が多い。このことは、ＥＳＤの認知の段階

から、実践の段階に入ろうとしていることがうかがえる。地域課題に意欲的に

取り組もうとする環境団体に対して、実践の場の提供や協働に関する協定の仕

方への助言などが必要と考えられる。 

 また、その一方で活動メンバーの高齢化に伴う次世代の育成が求められてい

る。実際、四日市公害と環境未来館が実施し、私たちの団体も協働して進めて

いる「環境リーダー養成講座」や「エコカレッジ」などの講座においても、参

加者の高齢化が目立っており、研修終了後、いずれかの環境団体に加わって活

動したり、自らが団体を作って活動したりすることは、以前に比べて少ない状

態になっている。働き方改革やプロボノ活動などと関連付けた働く世代が参加

できる新しい形での人材育成が望まれる。 

（３）学校について 

四日市市教育委員会を中心に市内の小・中学校では、環境教育を発展する形

でＥＳＤへの取り組み（教員研修）が始まっている。また、平成 30 年度から移

行期間に入る新しい小・中学校の学習指導要領では、国立教育政策研究所が示

しているＥＳＤの視点に立った学習指導の目標（6 つの構成概念と 7 つの重視す

る能力・態度）がほとんど含まれる形で、総合的な学習の時間を中心とした学

習を行うことが示されており、平成 30 年度からの 10 年間で取り組みが進めら

れていくことになる。この取り組みを定着させていくことが、学校でのＥＳＤ

の定着につながる。そのために、今回のアンケート結果にみられる課題の克服

が望まれる。即ち、①教員が新しい取り組みを研究できる時間を確保すること、

②学校全体、特に管理職、教務、研修主任等の理解を深めることである。 

また、このことに関連して、ＥＳＤに先進的に取り組んだ多摩市立青陵中学

校教諭が、「学校教育におけるＥＳＤの浸透に必要なもの」と題した一文の中で
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述べている「学力向上から生活指導、部活指導 に至るまで多くの業務と課題が

山積する学校現場では、ＥＳＤという概念的なものへの挑戦は容易でない。そ

の状況下でさらにＥＳＤを進めていくためには、ＥＳＤによって児童・生徒が

変容したという、教師が最も突き動かされる明確なＥＳＤ推進 の動機が必要と

なってくる。」という言葉には、今後の学校での取り組みを進展させるキーとな

る要素を含んでいるものと考えられる。 

 

５、おわりに 

アンケートの自由記述欄に、 

� ①（ＥＳＤは）持続可能な社会作りの担い手を育む教育であり、環境教育だ

けでなく、多岐にわたっており、調査主体が環境保全課には違和感がある。

②行政の組織は、形態分類であり、ＥＳＤ推進は「目的化した組織」を構成

するほうがよい。（環境団体） 

� 地域課題の共有が希薄に感じます。各団体が好きなことをやることに加え、

地域課題を共有化することで、地域課題解決を協働し、地域ぐるみでまちづ

くりに取り組む必要があると思います。（企業） 

という記述があった。 

これらの声は、ＥＳＤやＳＤＧｓを推進し、持続可能なまち・四日市を作っ

ていくには、従来からの「いわゆる環境」分野から脱し、別分野との協働によ

る取り組みの必要性を強く意識したものと考えられる。ＥＳＤやＳＤＧｓの推

進には、行政内部においても①プロジェクト化する、②連絡調整会議等を持つ

など、分野を超える仕組みの必要性が改めて指摘されていると言える。 

また、現在の環境計画にも課題は列挙されているが、何を優先的に取り組む

のか、具体的に何を目標にどのような取り組みを進めるのか、その取り組みの

達成によってどのような効果が期待されるのかを示したうえで、ＰＤＣＡを回

していく必要がある。その際、計画の策定段階から、企業や市民団体との協働

の基に作り出す計画の方が、より実現可能なものとなると考えられる。 
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「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙（事業所用）（事業所用）（事業所用）（事業所用）    

平成平成平成平成 29292929 年年年年 11111111 月月月月    

    調査主体調査主体調査主体調査主体    四日市市環境部環境保全課四日市市環境部環境保全課四日市市環境部環境保全課四日市市環境部環境保全課                    

実施主体実施主体実施主体実施主体    環境教育ネクストステップ研究会環境教育ネクストステップ研究会環境教育ネクストステップ研究会環境教育ネクストステップ研究会        

    

 以下の各問に該当する番号を選んで右側の□にご記入ください。 

その他を選んだ場合は（ ）内に具体的にご記入ください。 

問１．業種 

            １．農林漁業  ２．製造業      ３．卸売・小売業、飲食店   

４．鉱業    ５．電気ガス水道業  ６．金融保険業、不動産業 

７．建設業   ８．運輸・通信業   ９．サービス業 

    

問２．従業員数 

            １．５０人未満  ２．５０～１００人  ３．１０１～５００人 

  ４．５００人以上 

   ＊人数は、役員、アルバイト、パート職員を除く数でご記入ください。 

 

 

 

問３． 貴社が事業に伴う環境負荷の低減や CSR（企業の社会的責任）活動として取り組ま

れている項目を選んでください。（複数回答可）    

１. 3R（廃棄物のリデュース、リユース、リサイクル）やペーパーレス化 

２. CO
2
排出削減 

３.  省エネ・省資源、再生可能エネルギー導入 

４.  屋上緑化・事業所敷地内緑化 

   ５.  環境マネジメントシステムの導入 

   ６． 低公害車の導入 

   ７． 環境に関する社員研修 

   ８． 環境に配慮した商品やサービスの提供 

９． 地域での環境活動（里山、川、海岸などの保全）への参加 

10． その他（            ） 

    

問４．問３で取り組まれていることについて、顧客や一般消費者に伝えるために、どのよう

な活動をされていますか。（複数回答可） 

   １. 工場見学・会社見学の受け入れ 

   ２. 商品・サービスに対する意見募集と回答 

   ３. 自然観察会など環境イベントの主催・共催 

   ４. 地域の清掃活動への参加 

   ５. 環境展示会への出展 
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   ６. CSR レポートや環境報告書などの作成・公表 

   ７. インターネットによる双方向の情報交換 

   ８. その他（                  ）  

 

問５．四日市市は「環境を誇りにする 持続可能なまち・四日市」を目指していることをご

存知でしたか。（四日市市環境計画中に記載） 

 1．知っていた   ２．知らなかった 

 

問６．四日市市は環境計画の中で「持続可能なまちづくり」を目指していますが、ＥＳＤ(持

続可能な開発のための教育)という言葉はご存知ですか。 

  ＊ＥＳＤについては、添付資料もご覧ください。 

１．よく理解している     ２．知っている 

３．名前は聞いたことがある   ４．知らない 

 

問７．ESD に関連して SDGs（持続可能な開発目標）という言葉は御存じですか。 

  ＊SDGs については、添付資料もご参照ください。 

１．よく理解している     ２．知っている 

３．名前は聞いたことがある   ４．知らない 

 

問８．SDGs では、2030 年度までに達成する具体的な１７の目標が設定されています。貴社

の事業活動の中で、すでに意識して取り組まれている項目がありますか。（複数回答可） 

        ＊各項目は、国際的な定義を日本語訳したものであり、分かりにくい表現が含まれてい

ます。回答に当たっては添付資料もご参照ください。 

１．あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

２．飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する 

３．あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

４．すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進

する 

５．ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児のエンパワメントを行う 

６．すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する 

７．すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセス 

を確保する 

８．包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きが

いのある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する 

９．強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイ

ノベーションの推進を図る 

10．各国内及び各国間の不平等を是正する 

11．包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現す 

る 
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12．持続可能な生産消費形態を確保する 

13．気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

14．持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する 

15．陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化

への対処、ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する 

16．持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法への ア

クセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構

築する 

17．持続可能な開発実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する 

 

 

 

問９．SDGs のうち、今後、対応した取り組みを進める予定のある項目がありましたら、問

８の項目から該当する番号を選んでください。（複数回答可） 

 

    

    

問 10. 持続可能な社会づくりには、多様な主体との協働が必要と言われています。貴社で

は、異業種や行政、大学、市民団体、NPO 等との協働取り組みはされていますか。  

１．すでに他の団体と協働している  ２．今後必要になると考えている     

３．とくに考えていない       ４．その他（         ） 

 

問 11．問 10 で「１，２」と答えられた方にお尋ねします。それはどのような主体ですか。

（複数回答可） 

１．行政（県市町） ２．幼稚園・保育園  ３．小学校   

４．中学校  ５．高校  ６．大学・短大・専門学校   

７．特別支援学校  ８．自治会等地域住民団体    

９．NPO等の市民団体  10．事業者（企業） 

11．その他（        ）  

 

問 12. 事業に伴う環境負荷の低減や CSR（企業の社会的責任）活動の今後の展開について

お尋ねします。該当するものを選択してください。 

１. 今後も同じ規模・内容で実施していきたい。 

２. ESDや SDGsを意識した内容を取り入れたい（今後検討したい）。 

３. 活動の縮小を検討している 

４. 活動の中止を含めて見直している 

 

問 13．貴社の取り組みを持続可能な社会づくりに結び付けていくためには、行政にはどの

ようなことが必要と考えられますか。（複数回答可） 
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１．環境問題や ESD、SDGs 等についてのわかりやすい資料の提供  

２．ESD、SDGsや「持続可能な社会づくり」に関する学習会・講演会の開催 

３．持続可能なまちの構築を念頭においた体系的な環境教育プログラムの提供  

４．環境教育、環境保全活動推進のためのフィールド拠点の充実や各拠点との連携 

５．各主体間が連携して活動するための協定の締結を促進  

６．後継者不足解消のための人材育成や発掘、各主体間で連携して人材を活用する仕組

みづくり 

７．その他（                    ） 

                                                                            

問 14. 貴社の環境活動の内、四日市市と協働することで、より効果が見込まれる活動があ

れば、ご記入ください。 

 

 

 

 

 

問 15. 環境活動に関して課題に感じられていることがあれば、ご記入ください 

 

 

 

 

 

貴社名 
 

 

ご担当部署 
 

 

ご担当者名 
 

 

ご連絡先電話番号 
 

 

E-mail アドレス 
 

 

 

ご協力、誠にありがとうございました 

備考 

 ・回答いただきました内容は、本市の政策推進の用途以外に利用することはありません。 

 ・この調査の回答内容で有利又は不利な取り扱いを行うことはありません。 

 ・調査結果については、ホームページへ掲載する予定ですが、事業者名及びその他の情報 

については公開することはありません。 

 



 

 

ＥＳＤとは

１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９の説明

２．日本ユネスコ国内委員会の定義

 ESD

ための教育」と訳されています。

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

ESD

ら取り組む（

ながる新たな価値観や行動を生み出すこと、そしてそれによって持続可能な社

会を創造していくことを目指す学習や活動です。

つまり、

担い手を育む教育です。

http://www.mext.go.jp/unesco/004/1339970.htm
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１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９の説明

２．日本ユネスコ国内委員会の定義

ESDは Education for Sustainable Development

ための教育」と訳されています。

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

ESDとは、これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところか

ら取り組む（think globally, act locally

ながる新たな価値観や行動を生み出すこと、そしてそれによって持続可能な社

会を創造していくことを目指す学習や活動です。

つまり、ESD

担い手を育む教育です。

http://www.mext.go.jp/unesco/004/1339970.htm

 

 

１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９の説明

２．日本ユネスコ国内委員会の定義

Education for Sustainable Development

ための教育」と訳されています。

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

とは、これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところか

think globally, act locally
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ESDは持続可能な社会づくりの
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http://www.mext.go.jp/unesco/004/1339970.htm
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１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９の説明

２．日本ユネスコ国内委員会の定義 

Education for Sustainable Development

 

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

とは、これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところか

think globally, act locally）ことにより、それらの課題の解決につ

ながる新たな価値観や行動を生み出すこと、そしてそれによって持続可能な社

会を創造していくことを目指す学習や活動です。

は持続可能な社会づくりの 

http://www.mext.go.jp/unesco/004/1339970.htm 

 

 

 

１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９の説明

Education for Sustainable Developmentの略で「持続可能な開発の

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

とは、これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところか

）ことにより、それらの課題の解決につ

ながる新たな価値観や行動を生み出すこと、そしてそれによって持続可能な社

会を創造していくことを目指す学習や活動です。 
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SDGｓ(Sustainable  Development Goals=持続可能な開発目標）について 

 

2015年 9月に米国・ニューヨークの国連本部で開催された「SDGs採択サミ

ット」で採択された「持続可能な開発目標」(SDGs)は、2030年を達成期限とす

る 17のゴール、169のターゲット、および、その進展を評価するための指標を

持つ包括的な目標です。 

SDGsがめざすところは、①世界の貧困をなくす ②持続可能な世界を実現す

る、そのために、大別して 5分野（次ページ参照）、17個のゴールが設けられて

います。 

              （SDGs 市民社会ネットワークのＨＰより） 

 

SDGｓ17 の目標ロゴマーク 

 

 

 

 

 

 

 



  別紙 資料 

3 

 

SDGsSDGsSDGsSDGs の考え方の考え方の考え方の考え方    （日本ユニセフＨＰより）（日本ユニセフＨＰより）（日本ユニセフＨＰより）（日本ユニセフＨＰより）    

""""誰ひとり取り残さない誰ひとり取り残さない誰ひとり取り残さない誰ひとり取り残さない""""    No one will be left behindNo one will be left behindNo one will be left behindNo one will be left behind    

すべての人のための目標の達成をめざし、もっとも脆弱な立場の人々に焦点をあてま

す。 

5555 つのつのつのつの P P P P ----    People, Planet, Prosperity, Peace, PartnershipPeople, Planet, Prosperity, Peace, PartnershipPeople, Planet, Prosperity, Peace, PartnershipPeople, Planet, Prosperity, Peace, Partnership 

人間、地球、豊かさ、平和のための目標であり、国際社会のパートナーシップにより実現

をめざします。 

人間人間人間人間    (people) (people) (people) (people)  – すべての人の人権が尊

重され、尊厳をもち、平等に、潜在能力を発

揮できるようにする。貧困と飢餓を終わらせ、

ジェンダー平等を達成し、すべての人に教育、

水と衛生、健康的な生活を保障する 

地球地球地球地球    (planet)(planet)(planet)(planet) – 責任ある消費と生産、天然

資源の持続可能な管理、気候変動への緊急

な対応などを通して、地球を破壊から守る 

豊かさ豊かさ豊かさ豊かさ    (prosperity)(prosperity)(prosperity)(prosperity) - すべての人が豊かで

充実した生活を送れるようにし、自然と調和する経済、社会、技術の進展を確保する 

平和平和平和平和    (peace)(peace)(peace)(peace) – 平和、公正で、恐怖と暴力のない、インクルーシブな（すべての人

が受け入れられ参加できる）世界をめざす 

パートナーシップパートナーシップパートナーシップパートナーシップ    (partnership)(partnership)(partnership)(partnership) – 政府、民間セクター、市民社会、国連機関を含む

多様な関係者が参加する、グローバルなパートナーシップにより実現をめざす 

経済、社会、環境の調和経済、社会、環境の調和経済、社会、環境の調和経済、社会、環境の調和    

SDGs は、MDGs の下で達成できなかった目標に引き続き取り組むとともに、

MDGs には含まれていなかった平和や暴力等の課題、また、近年明らかになって

きた格差の拡大や環境問題等にも取り組む、包括的な目標です。それぞれの目

標は密接に関連しており、経済、社会、環境経済、社会、環境経済、社会、環境経済、社会、環境の 3 つの側面のバランスのとれた、持

続可能な開発をめざしています。 

注）MDGs（ミレニアム開発目標）は、国連で 2015 年度まで取り組まれた SDGｓに先行する

目標 
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「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙（市民団体用（市民団体用（市民団体用（市民団体用））））    

    

平成平成平成平成 29292929 年年年年 11111111 月月月月    

    調査主体調査主体調査主体調査主体    四日市市環境部環境保全課四日市市環境部環境保全課四日市市環境部環境保全課四日市市環境部環境保全課                    

実施主体実施主体実施主体実施主体    環境教育ネクストステップ研究会環境教育ネクストステップ研究会環境教育ネクストステップ研究会環境教育ネクストステップ研究会        

    

 

〇以下の各問いに対して当てはまる番号を、右側の□に記入してください。 

また、その他を選んだ場合は、内容を（ ）内に具体的にお書きください。 

 

問１．貴団体の活動分野をお答えください。 

①公害  ②省エネルギー・地球温暖化対策  ③環境教育  

④ごみ・リサイクル  ⑤自然・天文  ⑥交通  

⑦その他（         ） 

 

問２．貴団体で活動している会員は何名ですか。 

 

 

問３．活動を開始してから何年目ですか。 

 

 

問４．活動の頻度は年間何回程度ですか。 

 

 

問５．貴団体では具体的にどのような活動をされていますか（複数回答可） 

①自然体験・自然観察会 

②ブース出展・パネル展示 

③講義形式の講座 

④参加・体験型（ワークショップ形式）の講座 

⑤地域の清掃活動 

⑥里山保全活動 

⑦植樹活動 

⑧川・海の保全活動 

⑨リサイクル（３Ｒを含む）活動 

⑩その他 （                    ） 

    

問６． 四日市市環境計画（H.26 改訂版）をご存知ですか。 

  ①よく知っている  ②だいたい知っている   

 

   

    人 

   

   年目 

   

    回 

 

 

資料２ 
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③ほとんど知らない  ④全く知らない 

問７．ESD (持続可能な開発のための教育) （ｐ４別紙資料参照）という言葉を 

ご存知ですか。    

    

  ①よく理解している  ②だいたい知っている  

③名前は聞いたことがある  ④知らない 

 

問８．四日市市は「環境を誇りにする、持続可能なまち・四日市」を目指している 

ことをご存知ですか。（四日市市環境計画中に記載） 

  ①知っている   ②知らない 

 

問９．貴団体は「持続可能な社会づくり」を意識して取り組みを進めていますか。 

  ①意識して取り組んでいる 

  ②意識はしているが活動に生かせていない 

  ③意識はしていなかったが、持続可能な社会づくりにつながっていると思う 

  ④意識していない 

 

問 10. 問９で①②と答えた方にお尋ねします。「持続可能な社会づくり」を意識したきっ

かけは何ですか。 

 

 

 

 

 

問 11．貴団体が活動を実施する際、他団体と連携・協働したことがありますか。 

  ①ある    ②ない 

 

問 12．問 11 で①と答えた方にお尋ねします。それはどのような主体ですか 

（複数回答可） 

①行政（市町村）  ②自治会等地域住民団体  ③小学校 

④中学校  ⑤高校  ⑥大学・短大・専門学校  ⑦幼稚園・保育園 

⑧特別支援学校  ⑨NPO 等の市民団体  ⑩事業者（企業） 

⑪その他（            ）  

     

問 13．貴団体の取り組みを持続可能な社会づくりに結び付けていくために、行政にはどの

ようなことを望まれますか。（複数回答可） 

①環境問題や ESD 等についてのわかりやすい資料の提供 

②ESD や「持続可能な社会づくり」に関する学習会・講演会の開催 
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③持続可能なまちの構築を念頭においた体系的な環境教育プログラムの提供 

④環境教育、環境保全活動推進のためのフィールド拠点の充実や各拠点との連携 

⑤企業の社会貢献活動、市民団体の活動、学生ボランティア活動との連携を促進するた

めの仕組みづくり 

⑥後継者不足解消のための人材育成や発掘、各主体間で連携して人材を活用する仕組み

づくり 

⑦その他 

                   

 

 

 

貴団体名 
 

 

ご担当者名 
 

 

ご連絡先電話番号 
 

 

E-mail アドレス 
 

 

 

ご協力ありがとうございました。 

 

備考 

・ 回答いただきました内容は、本市の政策推進の用途以外に利用することはありま

せん。 

・ この調査の回答内容で有利又は不利な取り扱いを行うことはありません。 

・ 調査結果については、ホームページへ掲載する予定ですが、団体名及びその他の

情報については公開することはありません。 

  



 

 別紙＜資料

 

ＥＳＤとは

１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９

２．日本ユネスコ国内委員会の定義

 ESD は

と訳されています。（注

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組む（

globally, act locally

み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動で

す。 

つまり、

担い手を育む教育です。

http://www.mext.go.jp/unesco/004/1339970.htm

 

 

 

 

 

資料＞ 

ＥＳＤとは 

１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９

日本ユネスコ国内委員会の定義

は Education for Sustainable Development

と訳されています。（注

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組む（

globally, act locally）ことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生

み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動で

つまり、ESD は持続可能な社会づくりの

担い手を育む教育です。

http://www.mext.go.jp/unesco/004/1339970.htm

１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９

日本ユネスコ国内委員会の定義

Education for Sustainable Development

と訳されています。（注 1） 

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組む（

）ことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生

み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動で

は持続可能な社会づくりの

担い手を育む教育です。 

http://www.mext.go.jp/unesco/004/1339970.htm

１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９

日本ユネスコ国内委員会の定義 

Education for Sustainable Development

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組む（

）ことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生

み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動で

は持続可能な社会づくりの

http://www.mext.go.jp/unesco/004/1339970.htm 
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１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９

Education for Sustainable Development

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組む（

）ことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生

み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動で

は持続可能な社会づくりの 

１、四日市市環境計画（Ｈ２６年度改訂版）ｐ７９の説明 

Education for Sustainable Development の略で「持続可能な開発のための教育」

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組む（

）ことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生

み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動で

 

の略で「持続可能な開発のための教育」

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。

これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組む（

）ことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生

み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動で

の略で「持続可能な開発のための教育」

今、世界には環境、貧困、人権、平和、開発といった様々な問題があります。ESD

これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組む（

）ことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生

み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動で

 

の略で「持続可能な開発のための教育」

ESD とは、

これらの現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところから取り組む（think 

）ことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生

み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動で

の略で「持続可能な開発のための教育」

とは、

）ことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生

み出すこと、そしてそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学習や活動で



平成 29 年度 ESD 教員研修参加者アンケート 

平成 29 年 7 月 27.28 日 

 本日は研修会への参加お疲れ様でした。 

本日の研修会を振り返り、また、これからの学校での実践をイメージして以下のアンケー

トにお答えください。必要事項を記入し、該当するものに〇印を付けてください。 

 

所属についてお尋ねします。 

① 学校 小学校、中学校 その他 

② 学年 （  ）年、所属なし 

③ 係  環境教育  その他（    ） 代理出席 

  

研修前 

１、自校のＥＳＤカレンダーは、どのような状態にありましたか。 

① 昨年の係が作ったまま放置されていた。 

② 自分は意識していたが、取り組みは出来ていなかった。 

③ 自分は意識して、取り組み始めていた。 

④ 学年で取り組みを始めていた。 

⑤ 学校全体で取り組みを始めていた。 

⑥ その他（                      ） 

 

今回の研修について 

２、ESD の目指すものについて理解に役に立ちましたか。 

① 内容や目的は理解できた。 

② 内容や目的は理解できたが、まだ、納得はできない。 

③ 内容や目的が理解でき、納得もできた。 

④ よくわからない。 

 

３、ESD カレンダーの作り方は理解できましか。 

① よく理解できた。②だいたい理解できた。③あまり理解できなかった  

④ 理解できなかった。 

 

４、自校の ESD カレンダーは、実践可能なものに修正できますか。 

① できると思う。 

② 自分の学年はできると思う  

③ できるかどうかわからない  

④ できそうもない（理由：                  ）   裏面へ 

資料３ 



 

５、ESD の学びにも関連する次の活動のうち、すでに自校で実践されているものはどれで

すか（複数回答可）。 

① 参加型学習（ワークショップ）  ②体験学習  ③外部講師の活用  

④ 校外学習  ⑤地域との連携  ⑥企業との連携  ⑦市民団体との連携 

 

６、ESD を推進するうえで新たに実践したいと思う取り組みはありますか（複数回答可）。 

① 参加型学習（ワークショップ）  ②体験学習  ③外部講師の活用  

④ 校外学習  ⑤地域との連携  ⑥企業との連携  ⑦市民団体との連携 

 

今後のことについてお聞きします。 

７、ご自身が ESD の取り組みを進めていくうえで、特に必要があると思われることはどの

ようなことですか（複数回答可）。 

① 体験型 WS などの、指導法の研修 

② 周囲（学年や管理職など）の理解 

③ 外部からの支援 

④ 考える時間の確保 

⑤ その他（             ） 

 

８、今後、学校全体で ESD の取り組みを進めていくうえで、特に必要があると思われるこ

とはどのようなことですか（複数回答可）。 

① 学校づくりビジョンへの位置づけ 

② 管理職の理解 

③ 教務主任、研修主任の理解 

④ 校内研修の実施 

⑤ その他（                   ） 

 

９、その他ご意見等がございましたら、ご記入ください。 

 

 

 

 

ご協力、有難うございました。 



「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用
紙（事業所用）紙（事業所用）紙（事業所用）紙（事業所用）
平成29年11月

平成29年11月平成29年11月

平成29年11月
調査数 136

　調査主体　四日市市環境部環境保全課　調査主体　四日市市環境部環境保全課　調査主体　四日市市環境部環境保全課　調査主体　四日市市環境部環境保全課 回答数 67

実施主体　環境教育ネクストステップ研究会実施主体　環境教育ネクストステップ研究会実施主体　環境教育ネクストステップ研究会実施主体　環境教育ネクストステップ研究会

　以下の各問に該当する番号を選んで右側の□にご記入くださ
その他を選んだ場合は（　）内に具体的にご記入ください。
問１．業種 1 2 3 4 5 6 7 8 9 学校計

１．農林漁業　　２．製造業　　　　　　３．卸売・小売業、
飲食店

0 23 9 0 1 3 5 11 14 1 67

４．鉱業　　　　５．電気ガス水道業　　６．金融保険業、不
動産業
７．建設業　　　８．運輸・通信業　　　９．サービス業

問２．従業員数 1 2 3 4 計

１．５０人未満　　２．５０～１００人　　３．１０１～５０ 16 25 17 9 67

４．５００人以上
＊人数は、役員、アルバイト、パート職員を除く数でご記入くださ

い。

問３． 貴社が事業に伴う環境負荷の低減やCSR（企業の社会的
責任）活動として取り組まれている項目を選んでください。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

１.　3R（廃棄物のリデュース、リユース、リサイクル）やペー
パーレス化

48 29 31 6 26 22 21 18 23 4

２.　CO
2

排出削減

３.  省エネ・省資源、再生可能エネルギー導入
４.  屋上緑化・事業所敷地内緑化
５.  環境マネジメントシステムの導入
６． 低公害車の導入
７． 環境に関する社員研修
８． 環境に配慮した商品やサービスの提供
９． 地域での環境活動（里山、川、海岸などの保全）への参加
10． その他（　　　　　　　　　　　　）

問４．問３で取り組まれていることについて、顧客や一般消費
者に伝えるために、どのような活動をされていますか。（複数

1 2 3 4 5 6 7 8

１.　工場見学・会社見学の受け入れ 24 3 2 26 9 28 8 10

資料４



２.　商品・サービスに対する意見募集と回答
３.　自然観察会など環境イベントの主催・共催
４.　地域の清掃活動への参加
５.　環境展示会への出展
６.　CSRレポートや環境報告書などの作成・公表
７.　インターネットによる双方向の情報交換
８.　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問５．四日市市は「環境を誇りにする　持続可能なまち・四日
市」を目指していることをご存知でしたか。（四日市市環境計
画中に記載）

1 2

無

回

答

計

　1．知っていた　　　２．知らなかった 31 35 1 67

問６．四日市市は環境計画の中で「持続可能なまちづくり」を
目指していますが、ＥＳＤ(持続可能な開発のための教育)とい
う言葉はご存知ですか。

1 2 3 4

無

回

答

計

　　＊ＥＳＤについては、添付資料もご覧ください。 4 12 19 31 1 67

１．よく理解している　　　　　２．知っている
３．名前は聞いたことがある  　４．知らない

問７．ESDに関連して SDGs（持続可能な開発目標）という言葉
は御存じですか。

1 2 3 4

無

回

答

計

　　＊SDGsについては、添付資料もご参照ください。 5 11 18 32 1 67

１．よく理解している　　　　　２．知っている
３．名前は聞いたことがある  　４．知らない

問８．SDGsでは、2030年度までに達成する具体的な１７の目標
が設定されています。貴社の事業活動の中で、すでに意識して
取り組まれている項目がありますか。（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

　　　　　　　　＊各項目は、国際的な定義を日本語訳したものであり、分
かりにくい表現が含まれています。回答に当たっては添付資料
もご参照ください。

1 3 13 7 10 5 4 10 7 3 1 14 8 4 7 1 3

１．あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる
２．飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持
続可能な農業を促進する



３．あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福
祉を促進する
４．すべての人々への包摂的かつ公正な質の高い教育を提供
し、生涯学習の機会を促進する
５．ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児のエンパ
ワメントを行う
６．すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を
確保する
７．すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エ
ネルギーへのアクセスを確保する
８．包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全か
つ生産的な雇用と働きがいのある人間らしい雇用（ディーセン
ト・ワーク）を促進する
９．強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可
能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る
10．各国内及び各国間の不平等を是正する
11．包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市
及び人間居住を実現する
12．持続可能な生産消費形態を確保する
13．気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる
14．持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可
能な形で利用する
15．陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可
能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻
止・回復及び生物多様性の損失を阻止する
16．持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、す
べての人々に司法への アクセスを提供し、あらゆるレベルにお
いて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する
17．持続可能な開発実施手段を強化し、グローバル・パート
ナーシップを活性化する

問９．SDGsのうち、今後、対応した取り組みを進める予定のあ
る項目がありましたら、問８の項目から該当する番号を選んで
ください。（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

0 0 4 1 5 1 4 7 0 0 1 3 5 1 2 0 2



問10. 持続可能な社会づくりには、多様な主体との協働が必要
と言われています。貴社では、異業種や行政、大学、市民団
体、NPO等との協働取り組みはされていますか。

1 2 3 4 計

１．すでに他の団体と協働している　　２．今後必要になると
考えている

17 17 29 2 65

３．とくに考えていない　　　　　　　４．その他（
）

問11．問10で「１，２」と答えられた方にお尋ねします。それ
はどのような主体ですか。（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

19 1 3 2 3 9 0 5 13 12 3

１．行政（県市町）　２．幼稚園・保育園　　３．小学校
４．中学校　　５．高校　　６．大学・短大・専門学校
７．特別支援学校　　８．自治会等地域住民団体
９．NPO等の市民団体　　10．事業者（企業）
11．その他（　　　　　　　　）

問12.　事業に伴う環境負荷の低減やCSR（企業の社会的責任）
活動の今後の展開についてお尋ねします。該当するものを選択
してください。

1 2 3 4

無

回

答

計

１.　今後も同じ規模・内容で実施していきたい。 37 24 0 0 6 67

２.　ESDやSDGsを意識した内容を取り入れたい（今後検討した
３.　活動の縮小を検討している
４.　活動の中止を含めて見直している

問13．貴社の取り組みを持続可能な社会づくりに結び付けてい
くためには、行政にはどのようなことが必要と考えられます
か。（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7

１．環境問題やESD、SDGs等についてのわかりやすい資料の提供 35 29 13 13 3 12 1

２．ESD、SDGsや「持続可能な社会づくり」に関する学習会・講
演会の開催
３．持続可能なまちの構築を念頭においた体系的な環境教育プ
ログラムの提供
４．環境教育、環境保全活動推進のためのフィールド拠点の充
実や各拠点との連携
５．各主体間が連携して活動するための協定の締結を促進



６．後継者不足解消のための人材育成や発掘、各主体間で連携
して人材を活用する仕組みづくり
７．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　
問14. 貴社の環境活動の内、四日市市と協働することで、より
効果が見込まれる活動があれば、ご記入ください。

食肉センターとタイアップして資料提供、研修会の開催を実施しわかりやす

く住みよい四日市にしていきたい

マスメディアを利用したPR

四日市市との公害防止協定協定値の遵守

出前授業などで若い世代に向けて発信できることは、有効な機会と認識し

ています。

事務所内にとどまらないグローバルな情報が得られることを期待します。

霞ヶ浦地区環境行動推進協議会（ＫＩＥＰ’Ｓ活動）と四日市市との連携は効

果的であると思われます。

四日市市の姉妹都市との地球環境塾、天体セミナーを通じて、環境意識

の向上に貢献しているが、これを核として過去行った事業を見直し、効果

の検証を行い、より効果が上げられる活動を検討したいと思う。

工場緑地の規則見直し

地域の環境保全活動への積極的な協力支援

ESD。SDGｓなどを実践するための、地域での「持続可能な社会」づくりに取

組む個人や団体への支援。連携のつなぎ役や活動の場の提供などできる

ことは何でも実施します

四日市港管理組合を通じて、行政と協働いたしておりますので、特にござ

いません。

問 15. 環境活動に関して課題に感じられていることがあれば、

環境保全意識の低迷

事業所全体活動を行う場合、交代勤務者が参加しにくい

環境意識レベルが従業員によりバラツキがある。従業員対象の環境教育

用資料で、良いものがあれば提供をお願いしたい。

ゴミの量の削減

労働力とコスト



多品種少量生産をしている弊社では、各製品のプロセス水を外部処理して

おり、まとまった処理ができないことが、ネックと考えています。

企業が取り組む環境活動の責務は、今後その重要性がますますふえてい

くと考えられます。それ如何によって会社の企業価値が決定づけられると

いっても過言ではない。従業員一人一人が認識し、常に意識して取り組め

るような環境づくりをしていきたいと考えています。

インターネットの積極活用により、環境活動を活発化できないか検討すべ

きと思われる。

環境と産業発展の調和

事業活動による廃棄物の低減及びリサイクルの推進に努めてはいます

が、活動開始から数年たつと行き詰ったところがあり、大きな設備投資等を

しない限りは、なかなか削減することが難しくなっている。

ESD,SDGSを従業員個々に根付かせるための取り組み

活動の意義と取り組み内容を、社内周知して浸透させていく必要があると

感じております。

地域課題の共有が希薄に感じます。各団体が好きなことをやることに加

え、地域課題を共有化することで、地域課題解決を協働し、地域ぐるみで

まちづくりに取り組む必要があると思います。

環境活動には、トップの理解と率先垂範の重要性、継続性等が不可欠で

あり、弊社もトップの理解のもと可能な限り前向きに取り組んでおります

が、少人数で運営していることもあり、会社として投入可能な経営資源（人

物金時間）には限りがあること



「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙（市民団体用

「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙（市民団体用「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙（市民団体用

「持続可能なまち・四日市」づくりに関するアンケート調査用紙（市民団体用

平成29年10月

平成29年10月平成29年10月

平成29年10月 調査数 37

　調査主体　四日市市環境部環境保全課

　調査主体　四日市市環境部環境保全課　調査主体　四日市市環境部環境保全課

　調査主体　四日市市環境部環境保全課 回答数 24

実施主体　環境教育ネクストステップ研究会

実施主体　環境教育ネクストステップ研究会実施主体　環境教育ネクストステップ研究会

実施主体　環境教育ネクストステップ研究会

問１．貴団体の活動分野をお答えください。 1 2 3 4 5 6 7

5 6 10 2 9 2 4

（１）公害　　（２）省エネルギー・地球温暖化対策　（３）環境教育

（４）ごみ・リサイクル　（５）自然・天文　（６）交通

（７）その他（　　　　　　　　　）

問２．貴団体で活動している会員数は何名ですか。 １０人以下１１～５0５１～１００１０１～２００２００以上

8 11 1 3 1 24

問３．活動を開始してから何年目ですか。 3年以下４～１０年１１～２０年２０年以上

3 10 9 2 24

問４．活動の頻度は年間何回程度ですか。 １０回以下1１～５0 ５１～１００１０１～２００２００以上

7 9 3 2 3 24

問５．貴団体では具体的にどのような活動をされていますか（複数回答可） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

13 12 14 9 5 9 3 3 3 7

（１）自然体験・自然観察会 絶滅危惧種の保護団体

（２）ブース出展・パネル展示 子ども電車乗り方体験

（３）講義形式の講座 シデコブシの保護活動

（４）参加・体験型（ワークショップ形式）の講座

（５）地域の清掃活動

（６）里山保全活動

（７）植樹活動

（８）川・海の保全活動

（９）リサイクル（３Ｒを含む）活動

（１０）その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　

問６． 四日市市環境計画（H.26改訂版）を知っていますか。 1 2 3 4 計

（１）よく知っている（２）だいたい知っている（３）ほとんど知らない 4 10 6 4 24

（４）全く知らない

問７．ESD (持続可能な開発のための教育) （別紙資料参照）という言葉を 1 2 3 4 計

知っていますか。 9 6 5 4 24

（１）よく理解している　　（２）だいたい知っている

（３）名前は聞いたことがある　　（４）知らない

問８．四日市市は「環境を誇りにする、持続可能なまち・四日市」を目指している 1 2 計

ことを知っていますか。（四日市市環境計画中に記載） 18 6 24

　　（１）知っている　　　（２）知らない

資料5



問９．貴団体は「持続可能な社会づくり」を意識して取り組みを進めていますか。 1 2 3 4 計

　　（１）意識して取り組んでいる 13 2 8 1 24

　　（２）意識はしているが活動に生かせていない

　　（３）意識はしていなかったが、持続可能な社会づくりにつながっていると思

う

　　（４）意識していない

問10.　問９で（１）（２）と答えた方にお尋ねします。「持続可能な社会づくり」

を意識したきっかけは何ですか。

私が若かった頃は、第二次大戦後の日本経済の復興を目指した時代であり、その目的に

向かって努力をしました。しかし、その結果公害や地球温暖化など負の遺産を残す結果と

なりました。その原因は、活動が目的であり、負の面（リスク等）に目を向けることがなかっ

たこと、また、自然の浄化作用を過信したことにあります。その反省から、物事を始める際

には負の面も含め多面的な思考が必要であり、この点をこれからの人に伝えて行きたいと

四日市公害に関するドキュメンタリーを拝見し、当時公害から四日市を守るために闘ってこ

られた方々が亡くなっていくという現実を知ったため。今度は自分たちで環境を作っていか

ねばならないのだと感じた。

経済優先の社会で自然が破壊されていく姿を目にするから

子どもを育てる中で、地元の環境や自然との関わりを考えだした事

内部八王子線の廃線問題から

地球温暖化、京都議定書、ＣＯＰ１０、ＩＰＣＣ、四日市公害と環境未来館の建設

地域に課題があるから

シデコブシ自生木が段々と失われてきている現実

我々の団体の理念そのものである

そもそもがｔｈｉｎｋ　ｇｌｏｂａｌｌｙ　ａｃｔ　ｌｏｃａｌｌｙで子どもたちと地域（磯津）で環境学校をしている

愛知万博に会場としてリサイクル（廃食油）活動を行ったこと

ゴミ分別活動、リサイクル活動

災害の発生、森林の荒廃

学校の授業

福島第一原発事故

問11．貴団体が活動を実施する際、他団体と連携・協働したことがありますか。 1 2 計

　（１）ある　　　　（２）ない 19 4 23

問12．問11で（１）と答えた方にお尋ねします。それはどのような主体ですか 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

（複数回答可） 13 8 9 3 2 5 5 1 13 9 4

　　①行政（市町村）　　②自治会等地域住民団体　　③小学校

　　④中学校　　⑤高校　　⑥大学・短大・専門学校　　⑦幼稚園・保育園

⑧特別支援学校　　⑨NPO等の市民団体　　⑩事業者（企業）

⑪その他（　　　　　　　　　　　　）

　

問13．貴団体の取り組みを持続可能な社会づくりに結び付けていくために、行政に

はどのようなうなことを望まれますか。（複数回答可）

1 2 3 4 5 6 7

（１）環境問題やESD等についてのわかりやすい資料の提供 6 8 5 12 10 10 1



（２）ESDや「持続可能な社会づくり」に関する学習会・講演会の開催

（３）持続可能なまちの構築を念頭においた体系的な環境教育プログラムの提供

（４）環境教育、環境保全活動推進のためのフィールド拠点の充実や各拠点との連

携

（５）企業の社会貢献活動、市民団体の活動、学生ボランティア活動との連携を促

進するための仕組みづくり

（６）後継者不足解消のための人材育成や発掘、各主体間で連携して人材を活用す

る仕組みづくり

（７）その他

活動資金援助、活動（自然観察や研究のための各所への立ち入り）をしやすくするための

①持続可能な社会作りの担い手を育む教育であり、環境教育だけでなく、多岐にわたって

おり、調査主体が環境保全課には違和感がある。②行政の組織は、形態分類であり、ＥＳ

Ｄ推進は「目的化した組織」を構成するほうがよい。③関連のSDG'sは経済連等の団体に

おいても、事業活動の中心的な取り組みとなっており、今後活発化してくる。④「産・官・学・

民」の連携と協働により「産業と環境の調和のとれたまち」「みんなが誇りのもてるまち」を

メガソーラー建設等で森林伐採が進んでいるが、何らかの規制をかけないと企業は利益が

上がらないと撤退していく。自然破壊したものは元へ戻らない

財政的支援と現地に来てみて感じてほしい



小学校

学年 １年 ２年 3年 4年 5年 6年 特支 専科

7 5 2 10 4 3 5 3

係 環境 代理 教務 研修、環境 空白

28 6 1 1 3

1学校での状態 去年のまま 未取り組み 自分のみ取り組み学年で取り組み 学校全体 その他

35 1 0 3 0 0

2ESD理解 理解できた理解できたが、納得できない理解でき、納得もできたわからない

25 9 4 1

3作り方理解 理解 やや理解 ややできていない できない

5 26 5 2

4修正 できる 自分の学年はできる 不明 できない

8 18 11 1

WS 体験学習 外部講師 校外学習 地域連携 企業連携 市民連携

実施している 9 24 20 31 27 10 5

取り組みたい 10 7 6 3 6 10 4

7今後必要 指導法の研修 周囲の理解 外部からの支援 考える時間 その他

13 17 9 23 3

8特に必要 学校ビジョンへの位置づけ管理職の理解教務、研修主任の理解校内研修 その他

0 19 7 2 3

資料６



中学校

学年 1年 2年 3年 無し

5 10 3 3

係 環境 代理 YES 環境、人権 美化 空白

14 1 1 1 1 3

1学校での状態 去年のまま 未取り組み 自分のみ取り組み学年で取り組み 学校全体 その他

15 1 1 0 0 0

2ESD理解 理解できた理解できたが、納得できない理解でき、納得もできたわからない

13 6 0 0

3作り方理解 理解 やや理解

ややできていない

できない

3 13 4 0

4修正 できる 自分の学年はできる 不明 できない

4 4 12 0

WS 体験学習 外部講師 校外学習 地域連携 企業連携 市民連携

取り組んでいる 8 11 12 7 7 7 2

取り組みたい 6 3 1 2 3 4 0

7今後必要 指導法の研修 周囲の理解 外部からの支援 考える時間 その他

9 12 6 8 1

8特に必要 学校ビジョンへの位置づけ管理職の理解教務、研修主任の理解校内研修 その他

0 13 11 9 0


